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国立大学法人岩手大学 中期計画 

 

【平成16年５月26日 文部科学大臣認可】 

【平成17年３月31日 文部科学大臣変更認可】 

【平成18年３月31日 文部科学大臣変更認可】 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

幅広く深い教養と基礎学力を有し高い専門性を備えた人材育成が本学の最大の責務であることを構成員に周知

徹底する。 
 
（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置 

［学士課程］ 
１）教養教育と基礎教育の成果に関する具体的目標の設定 

①全学共通教育（教養教育及び共通基礎教育）の理念・目標を周知徹底する。 
②広範な学問諸分野の授業科目及び学際的・総合的な授業科目を開設するとともに、放送大学を積極的に活用す

ることにより、多様な授業の選択肢を提供する。 
③基礎ゼミ等の転換教育を全学的に実施する。 
④「国際的コミュニケーション能力」充実のためTOEFL等の外部評価テストを利用する。 

⑤高年次教養教育にも配慮しながら授業科目の履修年次を適切に配当する。 
⑥新学習指導要領による教育を受けた学生に合う情報リテラシー教育の体制を検討し整備する。 
⑦教員養成系のカリキュラムにおいては、全学的支援の下に専門性とリベラルアーツ分野の強化を図る。 
⑧上記の計画を効率よく進め継続的に教養教育の質を維持するための中心的役割を大学教育センターが担う。 
２）卒業後の進路等に関する具体的目標の設定 

①学部の専門性を生かした多様なコースカリキュラムを設定する。 
②就職及び進学等の進路指導について、指導教員と協力する支援体制を整備する。 
３）教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 

①ユニバーサル化に対応して学力を保証するため、全ての授業科目について、成績評価基準（レベル）を明示す

るとともに、厳正な成績評価に基づくレベル制（４年一貫教育の下での学習到達度）を実施し、授業の進行に

応じた学生の学習到達度を把握できるシステムを導入する。 
②教育の改善を図るため、「学生による授業評価」を定期的に実施するとともに、企業及び卒業生からも意見を

聞く。 
［大学院課程］ 
１）修了後の進路等に関する具体的目標の設定 

①新産業・ベンチャービジネスの創出を含む就職及び進路指導について、指導教員と協力する支援体制を整備す

る。 
②博士課程への進学率向上（定員増）を図る。 
２）教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 

教育の改善を図るため、「学生による授業評価」を定期的に実施するとともに、企業及び修了生からも意見を聞

く。 
 
（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

［学士課程］ 
１）アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

①ホームページ及び高等学校訪問等による広報活動を充実し、アドミッション・ポリシーの周知に努め、また、

大学開放等を通じて本学の特色の周知に努める。 
②入学後の追跡調査結果を分析し、選抜方式毎の募集人員の割合を検討するなど、入学者選抜方法の継続的改善

に努める。 
③社会人及び留学生を幅広く受け入れるために入学者選抜方法を多様化する。 
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④個別学力検査試験問題についての外部評価を実施する。 
⑤弘前大学、秋田大学及び岩手大学（以下「北東北国立３大学」という。）が協力して首都圏等で入試説明会を

開催する。 
⑥転学科・転課程を可能とし、転学部制度を検討する。 
２）教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

①教育目標に見合った教育課程と授業科目の内容的な一貫性の実現に努める。 
②転換教育、教養教育、基礎教育及び専門教育の特質を踏まえて教育課程を有機的に編成する。 
③セメスター制を導入する。 
④基礎的な専門教育のカリキュラムを体系化することにより大学院教育との連携も図る。 
３）授業形態、学習指導法等に関する具体的方策 

①ＦＤシステムを充実させ教育方法の継続的改善を図る。 
②履修目的・目標に見合ったシラバスを作成する。 
③教室外の学習をも重視した学習指導を実施する。 
④オムニバス方式の学際的な授業科目における講義間の密接な連携を図る。 
⑤適正規模の講義クラスを実現するとともに、双方向的な授業を工夫する。 
⑥実験・実習・演習等でＴＡを積極的に活用する。 
４）適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

①大学教育センターを中心に厳格な成績評価のための方法及び教室外学習の評価方法を構築する。 
②教育目標の徹底とそれに基づいた履修目標による成績評価基準を作成し、成績評価の一貫性を実現する。 
③授業科目区分毎の成績評価結果のバランスに配慮した成績評価基準を作成し、適切かつ有効な成績評価を実施

する。 
④ボランティア等課外活動の単位化を検討する。 
⑤学生からの成績評価に対する苦情・意見を受ける窓口を整備する。 

［大学院課程］ 
１）アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

①広報活動を充実し、各研究科専攻のアドミッション・ポリシーの周知に努め、教育研究分野に関する興味や関

心を喚起する。 
②学部学生、社会人及び留学生を意識した多様な選抜方法を採用する。 
③可能な研究科では10月入学を行う。 

２）教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

①地域ニーズ及び最先端科学技術を考慮し、実践的力量及び現代的課題への対応力の強化並びにグローバル化の

視点の修得を実現できる教育内容とする。 
②高度な専門職業人又は研究者を目指せるようなカリキュラムを工夫する。 
③社会人及び留学生のための特別履修コースを工夫する。 
④博士課程にあっては時代の要請にあった講座再編を行う。 
３）授業形態、学習指導法に関する具体的方策 

①指導教員と国内外の関係機関の研究者との連携を強化するとともに、ＲＡを積極的に活用する。 
②連携大学院を拡充し、地域との連携を推進する。 
③他大学の学生及び教員と交流を図り、遠隔教育等の体制を整備する。 
④連合大学院においては、学生の大学間派遣や全国的規模でのゼミナールを推進する。 
４）適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

①多様な評価方法（学会発表も対象とする。）を取り入れるとともに、成績判定基準を明確にし、シラバス等に

公表する。 
②修士論文の発表を一般公開とする。 

 
（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

①教養教育と共通基礎教育は全学共通教育として全教員担当体制の下に実施し、専門基礎教育と専門教育は各学

部開設科目で実施する。 
②大学教育センターに教職員を配置し、全学共通教育企画・実施部門、教育評価・改善部門及び専門教育関係連

絡調整部門を設ける。 
１）適切な教職員の配置等に関する具体的方策 
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①学士課程と大学院課程における教育機能の向上のため、修士課程を機軸とした教員運用のシステムを構築する。 
②教員の配置については、全学的視点で行う。 
③技術支援組織を全学一本化し、及び事務職員を集約して業務の効率化を図る。 
２）教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策 

①少人数教育用の演習室等を整備する。 
②情報メディアセンターの部門間の連携を強化し、本学の教育、研究及び社会貢献に関する学術情報の流通基盤

と発信機能の整備を図る。 
③図書館を講義と一体的に利用できるようコースリザーブ的サービスの電子化を進める。 
④メディア教育用機器の整備を行う。 
⑤自主学習のための施設設備の整備やIＴ学習環境を整備する。 

⑥遠隔授業、単位互換等に資するためネットワークの充実を図る。 
⑦ミュージアム部門においては、資料の収集・整理・展示を充実し、教育活動への活用を図る。 
３）教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策 

①教育活動の評価基準、評価方法及び評価結果の改善策の検討は、大学教育センターが中心になって行う。 

②学生による授業評価結果の上位者の公開講義を行い、授業の改善につなげる。 

４）教材、学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策 

大学教育センターの教育改善・評価部門が中心となり、ＦＤ活動をはじめ、教材、学習指導法等に関する研究開

発を進める。 
５）他大学との共同教育、学内共同教育等に関する具体的方策 

①盛岡大学、岩手県立大学、岩手大学、岩手医科大学及び富士大学（以下「いわて５大学」という。）並びに北

東北国立３大学による単位互換制度を充実するとともに、ネットワークを利用した遠隔教育による質の向上を

図る。 

②総合科目を中心とした学内共同教育を積極的に進める。 

６）学部・研究科等の教育実施体制等に関する特記事項 

①法科大学院、福祉システム工学専攻（博士後期課程）の設置等、高度専門職業人の養成を推進するための教育

実施体制の整備に努める。 

②東北地域の特色を生かした国際水準規模の獣医学教育の体制を整備する。 

③「臨床心理士養成に関わる指定大学院」としての機能の充実を図る。 

④教員養成・研修機能のパワーアップのために、教員養成のための新たなカリキュラムの実現、及び岩手県教育

委員会等との連携の基に教育学研究科を中心とした現職教員研修機能の強化を図る。 

⑤各種関連試験場や研究所との連携を通して実践教育の充実を推進する。 

⑥寒冷地におけるフィールドを活用して、応用的・実践的研究に基づいた公開講座等により地域貢献を図る。 

 
（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

①修学、生活、就職等全般にわたって、教員、カウンセラー及び専門職員による学生支援体制を整備する。 

②学長と学生の懇談会を定期的に開催する。 

③不登校学生等の相談・支援体制を整備する。 

１）学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策 

①ＩＴ教室を開放するとともに、図書館、自習室等を整備し、自主学習を支援する。 

②Let’sびぎんプロジェクト（学生の創造的グループ活動）の推進を図る。 

③オフィスアワーの導入、チュートリアル教育の充実及びＴＡ・ＲＡの利活用を図る。 

④退職した教職員による学習、生活相談等の支援体制を整備する。 

２）生活相談・就職支援等に関する具体的方策 

①課外活動、インターンシップ、ボランティア活動等を奨励する。 

②保健管理センターと医療機関との連携を強化し、積極的な心身の健康づくり、疾病やけがの応急処置等の支援

体制の充実を図るとともに、様々な健康講座を開催し、健康的な生活習慣を学ぶ機会を提供する。 

③企業の合同セミナー及び就職説明会を充実する。 

３）経済的支援に関する具体的方策 

①検定料・入学料・授業料は現状の水準（標準額）を維持する。 

②入学料・授業料減免制度を保持する。 

③課外活動支援体制を充実（後援団体、支援基金等の創設）する。 
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④高松地区に引き続き上田地区の学生寮の整備を推進するよう努める。 

４）社会人・留学生等に対する配慮 

①社会人の多様な学習スタイルに適合する学習環境（例えば、ネットワークを利用しての遠隔教育）を整備する。 

②チュータ制を充実し相談体制を整備するとともに、留学生後援会を充実し生活面の支援等を行う。 

 
２ 研究に関する目標を達成するための措置 

地域の研究拠点として科学・文化の継承・発展に寄与する研究活動に取り組み、その成果に基づいた社会貢献は、

本学の大きな責務であることを構成員に周知徹底する。 
 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

１）目指すべき研究の方向性 

①自主・自律型研究に加えて、受託・請負型研究は期間を限った研究とし、特に競争的外部研究費を投入した学

学連携や産学連携によるプロジェクト型研究を行う。 
②基礎研究に配慮しつつ、若手研究者及び萌芽的研究への財政的支援体制を整備する。 
２）大学として重点的に取り組む領域 

これまでの学内研究や共同研究の実施状況、地域社会・地域産業の期待等を考慮し、当面、「環境」、「生命」、「機

能材料」等をキーワードとする人文・社会・自然の諸科学による研究を重点的に行う。 
３）成果の社会への還元に関する具体的方策 

①地域連携推進センターのリエゾン、インキュベーション等の機能を強化する。 
②岩手ネットワークシステムと協力し、ベンチャー支援事業を立ち上げ、研究成果を社会に還元する。 
③研究成果集のデータベースを作成し、ホームページへの掲載により研究成果の普及を図る。 
４）研究の水準・成果の検証に関する具体的方策 

①教員の発表論文数、発明届出件数、競争的外部研究費等により研究活動の検証を行う。 
②国際的サイテーションの頻度等を、分野の特徴に配慮してまとめ、学内外に対して公表する。 
③本学の知的資産を社会的効果の側面から検証する。 
 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

１）適切な研究者等の配置に関する具体的方策 

①学長の下に一定の教員枠を確保し、新しい研究組織を構築する。 
②ポストドクトラル制度の活用を促進する。 
③全学的な研究グループの形成に努める。 
２）研究資金の配分システムに関する具体的方策 

学長主導の下に計画的・戦略的な経営方針（特定の研究分野を定める等）を策定し、重点的に予算を配分する。 
３）研究に必要な施設設備等の活用・整備に関する具体的方策 

教育研究及び大学間連携や産学連携によるプロジェクト型受託・請負型研究のための施設設備の活用・整備は、

戦略的・重点的に行う。 
４）知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的方策 

①地域連携推進センターが中心となって知的財産の創出、取得、管理及び活用を図る。 
②民間企業等への技術移転契約件数の増加を図る。 
５）研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策 

①研究における評価は、著書、論文、サイテーション数、特許、外部研究費等に関する実績等で行う。 
②研究活動の評価が優れている分野の支援体制を強化する。 
③若手教員の積極的な研修の機会を増やすとともに、学内サバティカル制度を設け、①における上位評価者につ

いては、教育活動の評価結果を考慮し、優先してサバティカルを与える。 
④研究活動における倫理規定の整備と公表を行う。 
⑤自己点検・評価結果に基づき、研究活動の質の向上・改善を図るとともに、定期的な外部評価を実施する。 
６）学部・研究科等の研究実施体制等に関する特記事項 

①地域に密着した今日的教育課題に関わる研究を推進するため、教育学部附属教育実践総合センターを強化し、

教育学部・附属学校共同研究会及び岩手県教育研究ネットワークとの連携を深める。 
②岩手・青森両県にまたがる廃棄物不法投棄サイトの環境修復・再生事業等の地域課題を研究する。 
③重点研究領域「機能材料」の具体化として「表面界面工学分野」及び「材料制御分野」の研究を推進する。 
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④自治体との連携による地域農林業の活性化、寒冷バイオシステム機構の解明と寒冷遺伝子資源の活用、さらに、

畜産物の生産・安全性と人獣共通感染症に関する研究を推進する。 
 
３ その他の目標を達成するための措置 

 
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 

１）地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 

①図書館等の施設も含めたオープンキャンパスの内容を充実する。 
②地域や社会のニーズにマッチした公開講座、公開シンポジウム及び出張・出前講義等の質の向上を図る。 
③大学院における社会人再教育（リカレント教育）にも重点を置いたカリキュラムを工夫する。 
④高大連携事業の一環として高校生を受け入れるための授業科目を開設する。 
⑤大学による地域貢献の実施体制の強化を図るため、「地域連携推進協議会（仮称）」を新たに設立する。 
⑥友好協力協定市を中心にサテライトキャンパスの設置を推進する。 
⑦地域の公的機関の委員会・審議会等の委員に教員を積極的に参画させる。 
２）産学官連携の推進に関する具体的方策 

①民間企業及び地域研究機関等との共同研究及び人的交流を推進する。 
②岩手ネットワークシステム、岩手農林研究協議会、岩手県教育研究ネットワーク等との連携による研究会活動

を強化する。 
③民間企業との共同研究と競争的研究開発資金による研究を中心に地域連携推進センターの研究室の活用を図

る。 
④地域社会から卒論・修論のテーマを募集する。 
３）地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策 

いわて５大学学長会議が実施しているシンポジウム開催、図書館相互利用及び単位互換を促進する。 
４）留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流及び国際貢献に関する具体的方策 

①外国の大学・研究機関との連携・交流、留学生の受入、本学在学生の外国の大学への派遣、国際性を重視した

教育及び地域社会の国際化に貢献等の基本計画を策定する。 
②学士課程、大学院課程とも、外国の大学との単位互換を促進するためのカリキュラムの整備を進める。 
③国際交流協定大学との交換留学を促進する。 
④共同研究及び国際貢献事業に重点を置いた、中国清華大学とのＵＵＲＲ（大学・大学と地域・地域）連携事業

及び中国北京大学との西部大開発事業などの国際交流を推進する。 
⑤高等教育を通じて国際貢献に寄与するため、アジア・アフリカはもとより、広く世界から留学生を受け入れる。 
５）国際性を重視した教育を行う具体的方策 

①外国語教育を発展させ多文化共生教育の比重を高める。 
②英語による授業科目を増加するなど、カリキュラムを国際化する。 
③外国人留学生に対しては、多様なレベルと需要に応えられる日本語教育を充実する。 
６）地域社会の国際化に貢献する具体的方策 

①地方自治体やボランティア団体との連携を強化し、情報収集・提供が行える体制を整備する。 
②留学生を地域の小・中学校等に派遣し国際理解教育に貢献する。 
③地域在住の外国人に対する日本語教育の事業化を進める。 
７）北東北国立３大学との連携推進にかかる措置 

「北東北国立３大学連携推進会議」において、連携強化の具体的方策等について検討し、３大学間の強い連携を

進めるとともに、再編・統合に関する検討結果をまとめる。 
 
（２）附属学校に関する目標を達成するための措置 

１）大学・学部（大学院を含む）との連携・協力の強化に関する具体的方策 

①「インクルージョン・プラン（教育学部・附属学校・地域社会・保護者の連携プラン）」の具体的活動計画を

作成し、実施する。 
②「地域連携特別委員会」を組織し、地域貢献のための活動を推進する。 
③教育学部・附属学校共同研究会の組織の充実と活動の活性化を図る。 
④附属学校の年間教育計画を教育学部と連携して作成する。 
⑤４年一貫教育実習システムの充実と強化及び６年一貫教育実習システムの構築を図る。 
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⑥教育学部・附属学校双方の教育実践交流の強化を図る。 
２）学校運営の改善に関する具体的方策 

①地域学校と連携した教育研究活動を推進する。 
②外国の学校との提携協力関係を構築し、国際理解教育を推進する。 
③附属学校教員の研修の機会を拡大する。 
 

 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

１）全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策 

①役員会の経営戦略方針に基づいて、具体的方策を策定する。 
②社会のニーズ等に機動的に対応するため、学長の下に一定の教員枠を確保する。 
２）運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策 

①本学の意思決定と執行を円滑に行うために、理事及び副学長等で構成する学長・副学長会議を置き、学長補佐

体制の強化を図る。 
②理事の補佐機関としての理事室を教員及び事務職員で構成し、一体となって企画立案等に当たり、理事を補佐

する。 
③教育研究評議会の議題整理に当たるほか学部等間の関係に係る重要事項について連絡調整するため、理事及び

学部長等で構成する学部長等連絡会を置き、学長補佐体制の強化を図る。 
④各種委員会を整理・統合し運営体制の強化を図る。 
⑤学内共同教育研究施設を整理・統合し運営体制の強化を図る。 
⑥学生に関連する委員会は、必要に応じて学生の意見を聞く機会を設ける。 
３）教職員による一体的な運営に関する具体的方策 

①各種委員会委員に必要に応じて事務職員を加え委員会の運営改善を図る。 
②理事及び副学長の指揮の下に教職員による一体的な運営を行うための事務組織を構築する。 
４）全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策 

①戦略的な経営方針に基づく特定の教育研究分野やプロジェクトを定め重点配分を行う。 
②教員個人の業績評価とそれに見合った重点的資源配分を行う。 
５）内部監査機能の充実に関する具体的方策 

法律に基づく監事が行う監査とは別に内部監査を実施するための監査室を設ける。 
 
２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

１）教育研究組織の見直しの方向性 

①第Ⅰ期中期計画期間終了時を目途に、学部間の重複を避けて、現在の教育研究組織を整理し、以下の教育研究

理念の基に新たな学部・大学院体制に再編する。 
ア 大学院修士課程を機軸とする教員運用の組織 
イ 学部と大学院の教育機能分担 

学部：教養教育、基礎教育(共通基礎教育及び専門基礎教育)及び基礎的専門教育 
大学院（修士）：専門教育及び研究基礎 
大学院（博士）：研究（応用性・地域性・国際性） 

ウ 学部・大学院の教育目標 
学部：専門性とともに幅広く深い教養と総合的視野を持った人材の養成 
大学院（修士）：創造性豊かで高度な専門的知識や能力を持った人材の養成 

エ 人文社会科学系・教育学系を含む博士養成機能の整備を検討 
②連合農学研究科及び連合獣医学研究科は、維持・発展・充実に努める。 
 

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

１）人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策 

①全学統一的な人事評価システムを構築する。 
②各職務に必要とされる「業務内容と能力水準」の基準を策定する。また、多面的・総合的な業績評価のため、

絶対評価、相対評価、自己評価、プレゼンテーション等の基準を策定する。 
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③職責・業績を適切に反映したインセンティブに富んだ給与処遇を実現するため、基本給、職責給、業績給及び

諸手当からなる給与体系への移行を図る。 
④多様な採用形態に対応できるよう、年俸制、歩合（出来高）制及び採用される者の能力に応じた給与制度を策

定する。 
２）柔軟で多様な採用制度に関する具体的方策 

①教員は、教育研究の双方に従事する者のほか、主として研究に従事する者及びその他の特殊な業務に従事する

者とする。 
②選考に当たっては、業績審査のほか、面接及びプレゼンテーションを実施するなど、多面的な評価により行う。 
③教育研究実績を判断基準として、論文実績数のみにとらわれない多様な選考を実施する。 
④専門性を必要とする事務部門を強化するため、法律、会計、外国語、情報処理等の専門的知識を有する者の特

別選抜制度による採用等を実施する。 
３）任期制の導入など教員の流動性と選考過程の透明性の向上に関する具体的方策 

①任期制は、教育研究支援施設及び大型研究プロジェクト等の教員から導入を図る。 
②本学の教員と行政機関、企業及び学校等の人材との幅広い人事交流の実施に努める。 
③教員の選考過程を公表し客観性・透明性を高める。 
④教員の公募は国内外に対して実施する。 
４）女性、外国人等の採用の促進に関する具体的方策 

①男女共同参画に配慮し、女性の採用・登用の拡大を図り、教職員の20％の構成になるよう努める。 
②国際化に配慮し、外国人教員の採用を促進し、大学教員の３％の構成になるよう努める。 
５）事務職員等の人事交流及び研修に関する具体的方策 

①文部科学省関係機関を主とした交流に留まらず、民間企業、地方公共団体等との交流を実施する。 
②民間派遣研修を活用し、企業経営の効率化の手法を身に付けさせるとともに、サービス精神を涵養する。 
③海外派遣研修を実施し、国際対応能力を身に付けさせるとともに、語学力を向上させる。 
④階層別研修制度を整備し、他大学との連携を含め実施する。 
⑤簿記、語学等の資格試験の実務研修制度を整備し、業務に反映させる。 

 
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

１）複数大学による共同業務処理に関する具体的方策 

入試説明会の実施、事務職員採用面接等、より効率的・効果的な運営が期待できるものについて、共同事務処理

を進める。 
２）業務のアウトソーシング等に関する具体的方策 

①管理事務で経費節約等が可能な業務は、アウトソーシングする。 
②事務処理の電子化を推進し、事務処理方法の見直し及び事務連絡方法のネットワーク化の実施等により、事務

の簡素化・合理化に努める。 
 
 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

１）科学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金増加に関する具体的方策 

①競争力の源泉である知財を生み出す研究者の更なるモチベーションを高めるため、透明性のある評価と報酬・

報奨制度を整備する。 
②大学の研究活動や推進体制を積極的に公開するとともに、競争的研究資金を獲得するための講習等を実施する。 
③明確な目標や製品化の目処があり外部資金獲得の可能性が高い研究は、全学的なマネジメントにより支援する。 
２）収入を伴う事業の実施に関する具体的方策 

①授業料や入学料等の安定的な収納を図るため、確実な学生確保を図るとともに、早期収納等の収納方策を検討

し実施する。 
②教育研究への関連度、地域社会の要請等を考慮し、既存事業を見直し、新規事業の導入を図る。 

 
２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

１）管理的経費の抑制に関する具体的方策 

①省エネ・省資源意識を涵養し、毎年度１％の経費の節減を図る。 
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②電子化の促進及びシステムの統合等を進め管理的サービスのコストを抑制する。 
 

３ 人件費の削減に関する目標を達成するための措置 

総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成21年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。 
 

４ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

１）資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策 

①地域や社会の施設、設備等利用の要請に一層積極的に応えるため、資産活用マネジメント体制を整備し、有効

的な利用を図る。 
 
 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

１）自己点検・評価の改善に関する具体的方策 

①点検・評価用のデータベースを構築する。 

２）評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策 

①教員の教育研究、社会貢献及び管理運営の評価項目を重視し、教員への支援策を構築する。 

 
２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

１）大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策 

①学長記者会見を定期的に開催する。 

②大学入試情報、修学上の情報、就職情報等及び教員の研究活動、教育活動、社会貢献活動等の公開情報を多様

な情報メディアを活用し充実する。 

③ホームページは、日本語の他、英語（国際交流センターは、英語、中国語及び韓国語）でも検索できるように

する。 

 
 
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置 

１）施設等の整備に関する具体的方策 

①老朽化した施設設備等は、安全対策をとるとともに、改善計画を策定する。 

②社会のニーズに応える教育研究を一層促進するため、必要とする施設の整備計画を策定する。 

③学生のための快適な空間と美しいキャンパス作りに取り組むとともに、学生の利便を重視した施設設備の整備

計画を策定する。 

２）施設等の有効活用及び維持管理に関する具体的方策 

①既存施設の点検・評価を行う体制を再構築し、スペースの再配分を行うこと等により快適な教育研究環境を整

え、施設を有効活用する。 

②施設設備等のプリメンテナンス（予防的な施設の点検・保守・修繕等）計画を早期に策定する。 

③環境マネジメント規格（ISO１４００１）の認証取得を目指して検討する。 

 
２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

１）学生等の安全確保等に関する具体的方策 

①定期的に安全教育を行う。 
②毒物、劇物等の取扱と管理体制を徹底する。 
③防犯上の点から総合的な施設内入出管理セキュリティシステムと学内情報機器巡回管理システム等の導入を

検討する。 
④社会の趨勢と学内関係者の健康と教育の観点から学内禁煙化を促進する。 
２）危機管理等に関する具体的方策 

「危機管理対策本部」を設置し、有事に即応できる体制の整備を図る。 
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 
 
 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

１９億円 
 
２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れることを想定。 
 
 
Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

工学部の土地の一部（岩手県盛岡市上田四丁目49－１、約７３０．００㎡）を譲渡する。 

 
 
Ⅸ 剰余金の使途 

教育研究の質の向上、環境整備及び組織運営の改善に充当 
 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財源 

 

小規模改修 

 

 

総額   ２５２ 

 

施設整備補助金（２５２） 

 

２ 人事に関する計画 

（方針） 
（１）各職務に必要とされる「業務内容と能力水準」の基準や多面的・総合的な業績評価のための基準を策定し、

インセンティブに富んだ給与体系及び多様な採用形態に対応した給与制度を策定するなど、人事評価システム

の整備・活用を図る。 
（２）国籍や経歴にとらわれない選考を実施するなど、柔軟で多様な採用制度を策定する。 
（３）教育研究支援施設及び大型研究プロジェクト等の教員から任期制を導入するなど、教員の流動性と選考過程

の透明性の向上を図る。 
（４）女性、外国人等の採用の促進を図る。 
（５）事務職員等については、文部科学省関係機関に留まらず、民間企業、地方公共団体との人事交流や民間派遣

研修、海外派遣研修等を実施する。 
 

３ 中期目標期間を越える債務負担 

該当なし 
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別表（収容定員） 

 

平
成
１
６
年
度 

人文社会科学部   ８９０人 

教育学部    １，０００人 （うち教員養成に係る分 △６４０人） 

工学部    １，８６０人 

農学部            ９１０人 （うち獣医師養成に係る分 △１８０人） 

人文社会科学研究科 １２人 （うち修士課程 △１２人） 

教育学研究科     ８４人 （うち修士課程 △８４人） 

工学研究科     ２７２人 （うち博士前期課程 △２１６人 博士後期課程 △５６人） 

農学研究科     １３４人 （うち修士課程 △１３４人） 

連合農学研究科      ６１人 （うち博士課程 △６１人） 

平
成
１
７
年
度 

人文社会科学部   ８８０人 

教育学部     １，０００人 （うち教員養成に係る分 △６４０人） 

工学部     １，８４０人 

農学部         ９１０人 （うち獣医師養成に係る分 △１８０人） 

人文社会科学研究科  １２人 （うち修士課程 △１２人） 

教育学研究科     ８４人 （うち修士課程 △８４人） 

工学研究科    ３０２人 （うち博士前期課程 △２３８人 博士後期課程 △６４人） 

農学研究科    １３４人 （うち修士課程 △１３４人） 

連合農学研究科      ６３人 （うち博士課程 △６３人） 

平
成
１
８
年
度 

人文社会科学部    ８８０人 

教育学部    １，０００人 （うち教員養成に係る分 △６４０人） 

工学部     １，８１０人 

農学部        ９１０人 （うち獣医師養成に係る分 △１８０人） 

人文社会科学研究科 １２人 （うち修士課程 △１２人） 

教育学研究科     ８４人 （うち修士課程 △８４人） 

工学研究科    ３２０人 （うち博士前期課程 △２４８人 博士後期課程 △７２人） 

農学研究科    １３４人 （うち修士課程 △１３４人） 

連合農学研究科    ６６人 （うち博士課程 △６６人） 

平
成
１
９
年
度 

人文社会科学部   ８８０人 

教育学部    １，０００人 （うち教員養成に係る分 △６４０人） 

工学部     １，７８０人 

農学部       ９１０人 （うち獣医師養成に係る分 △１８０人） 

人文社会科学研究科 １２人 （うち修士課程 △１２人） 

教育学研究科     ８４人 （うち修士課程 △８４人） 

工学研究科    ３３０人 （うち博士前期課程 △２５８人 博士後期課程 △７２人） 

農学研究科    １３４人 （うち修士課程 △１３４人） 

連合農学研究科    ６９人 （うち博士課程 △６９人） 

平
成
２
０
年
度 

人文社会科学部    ８８０人 

教育学部    １，０００人 （うち教員養成に係る分 △６４０人） 

工学部     １，７７０人 

農学部       ９１０人 （うち獣医師養成に係る分 △１８０人） 

人文社会科学研究科  １２人 （うち修士課程 △１２人） 

教育学研究科     ８４人 （うち修士課程 △８４人） 

工学研究科    ３３０人 （うち博士前期課程 △２５８人 博士後期課程 △７２人） 

農学研究科     １３４人 （うち修士課程 △１３４人） 

連合農学研究科    ７２人 （うち博士課程 △７２人） 
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平
成
２
１
年
度 

人文社会科学部   ８８０人 

教育学部    １，０００人 （うち教員養成に係る分 △６４０人） 

工学部    １，７６０人 

農学部       ９１０人 （うち獣医師養成に係る分 △１８０人） 

人文社会科学研究科  １２人 （うち修士課程 △１２人） 

教育学研究科     ８４人 （うち修士課程 △８４人） 

工学研究科    ３３０人 （うち博士前期課程 △２５８人 博士後期課程 △７２人） 

農学研究科     １３４人 （うち修士課程 △１３４人） 

連合農学研究科    ７２人 （うち博士課程 △７２人） 
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（別紙） 
 

予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
１．予算   

 
平成１６年度～平成２１年度  予 算 

（単位：百万円） 
区  分 金  額 

 

収 入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

自己収入 

授業料及入学金検定料収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

計 

 

 

 

４４，９３６ 

２５２ 

２１，６４１ 

２０，８６９ 

７７２ 

４，７６０ 

７１，５８９ 

 

支 出 

業務費 

教育研究経費 

一般管理費 

施設整備費 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

計 

 

 

６６，５７７ 

４６，２３０ 

２０，３４７ 

２５２ 

４，７６０ 

７１，５８９ 

 

 

[人件費の見積り] 

中期目標期間中総額４８，７０８百万円を支出する。（退職手当は除く） 

 

注）人件費の見積りについては、17年度以降は16年度の人件費見積り額を踏まえ試算している。 

注）退職手当については、国立大学法人岩手大学職員退職手当規則又は国立大学法人岩手大学役員退職手当規則に

基づいて支給することとするが、運営費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程にお

いて国家公務員退職手当法に準じて算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

 

[運営費交付金の算定ルール] 

毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に基づき、それぞれの対応する数式により算定

したもので決定する。 

 

Ⅰ〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕 

①「一般管理費」：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運営経費の総額。Ｌ（ｙ－１）

は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。 
②「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件費相当額及び教

育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、設置基準に基づく教員に

かかる給与費相当額。） 
③「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人件費相当額及び教育研究経費

の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、標準法に基づく教員にかかる給与費

相当額。） 
④「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。Ｆ（ｙ
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－１）は直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。 
〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕 
⑤「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。（平成15年度入学料免除率で

算出される免除相当額については除外。） 

⑥「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。（平成15年度授業料免除率で

算出される免除相当額については除外。） 

 

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕 

⑦「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の人件費相当額

及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。 
⑧「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究活動の実態に応じて必要となる教職員の人件費相当額及び教

育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。 
⑨「教育研究診療経費」：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究診療経

費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 
⑩「附置研究所経費」：附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額。Ｅ（ｙ

－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 
⑪「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額。Ｅ（ｙ－

１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 
⑫「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として、当該事業年度において措置する経費。 
⑬「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度に措置する経費。 

 
〔特定運営費交付金対象収入〕 

⑭「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授業料収入（収容定員超過分）、雑収入。平成

16年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。 

 
運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ） ＋ Ｃ（ｙ） 

 
１．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金（Ａ（ｙ））について

は、以下の数式により決定する。 
 
Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）＋ Ｇ（ｙ）－ Ｈ（ｙ） 
 
（１）Ｄ（ｙ）＝｛ Ｄ（ｙ－１）×β（係数）×γ（係数）－Ｄ（ｘ）｝×α（係数）＋Ｄ（ｘ） 
（２）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）×β（係数）×α（係数） 

（３）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ－１）×α（係数）±ε（施設面積調整額） 

（４）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

（５）Ｈ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 
 
 
Ｄ（ｙ）：学部・大学院教育研究経費（②、⑦）、附属学校教育研究経費（③、⑧）を対象。 
Ｅ（ｙ）：教育研究診療経費（⑨）、附置研究所経費（⑩）、附属施設等経費（⑪）を対象。 
Ｆ（ｙ）：教育等施設基盤経費（④）を対象。 
Ｇ（ｙ）：特別教育研究経費（⑫）を対象。 
Ｈ（ｙ）：入学料収入（⑤）、授業料収入（⑥）、その他収入（⑭）を対象。 

 
 
２．毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金（Ｃ（ｙ））について

は、以下の数式により決定する。 
Ｃ（ｙ）＝ Ｌ（ｙ）＋ Ｍ（ｙ） 
（１）Ｌ（ｙ）＝ Ｌ（ｙ－１）×α（係数） 
（２）Ｍ（ｙ）＝ Ｍ（ｙ） 
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Ｌ（ｙ）：一般管理費（①）を対象。 
Ｍ（ｙ）：特殊要因経費（⑬）を対象。 

 
【諸係数】 
α（アルファ）：効率化係数。△１％とする。 

β （ ベ ー タ ）：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案

して必要に応じ運用するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には、一般管

理経費についても必要に応じ同様の調整を行う。 

γ （ ガ ン マ ）：教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

ε（イプシロン）：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。 
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定。 

 

 

注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年度の運営費交付

金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され、決定される。 

なお、運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、17年度以降は16年度

と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、

各事業年度の予算編成過程において決定される。 

注）施設整備費補助金は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。 

注）自己収入、産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成16年度予算額を基準とした額により試算

した収入予定額を計上している。 

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。 

注）業務費、施設整備費については、平成16年度予算額を基準とした額により試算した支出予定額を計上してい

る。 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行われる事業経費を

計上している。 

注）運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」は１とし、また、

「施設面積調整額」については、面積調整はないものとして試算している。 
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２．収支計画   

 
平成１６年度～平成２１年度  収支計画 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 
 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返運営費交付金等戻入 

資産見返寄附金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

臨時利益 

 

純利益 

総利益 

 
 

７１，０８１ 

６６，６３９ 

７，６９２ 

 ３，８８３ 

  ６８２ 

３７，３６９ 

１７，０１３ 

３，０６４ 

０ 

０ 

１，３７８ 

０ 

 

 

７１，０８１ 

４３，７７９ 

１７，０７３ 

２，７２６ 

６２１ 

３，８８３ 

８４８ 

１ 

７７２ 

８０３ 

１４ 

５６１ 

０ 

 

０ 

０ 

 
注）受託研究費等は，受託事業費，共同研究費及び共同事業費を含む。  

注）受託研究等収益は，受託事業収益，共同研究収益及び共同事業収益を含む。 
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３．資金計画   

 

平成１６年度～平成２１年度  資金計画 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 
 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料及入学金検定料による収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前期中期目標期間よりの繰越金 

 

７１，８８６ 

６９，７０２ 

１，８８７ 

０ 

２９７ 

 

７１，８８６ 

７１，３３７ 

４４，９３６ 

２０，８６９ 

３，８８３ 

８７７ 

７７２ 

２５２ 

２５２ 

０ 

０ 

２９７ 

 

注）前期中期目標期間よりの繰越金には，奨学寄附金に係る国からの承継見込み額２９７百万円が含まれている。 
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